別紙様式1‐1
法人審査調書（1）

	法人の名称
	
	法人設立年月日
	
	[法人が行う事業]
（今回整備に係る事業)

（既存事業）



	法人の所在地
	
	法人の理事長名
	
	

	[法人設立の動機]（具体的に）
　
	

	理事・監事・評議員の別
	年齢
	住　所
	職　業

(公職を含む)
	親族等

特殊の

関係者
の有無※
	役員の資格等（該当に○）
	法人における役職名

(業務執行理事等)
	他の社会福祉

法人代表者へ

の就任状況
	備　考

(資格、勤務先名、経歴、親族関係等）

	
	
	
	
	
	事業経営識見①　
	地域福祉関係②
	管理者　
③
	事業識見
④
	財務管理識見
⑤
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	有無
	法人名
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


【添付資料】
　新設法人

1 設立者の履歴書
2 設立代表者を定めたときは、その権限を証明する書類
3 社会福祉法人の定款

4 評議員となるべき者及び役員（理事及び監事）の履歴書及び就任承諾書
5 財産目録及び社会福祉法人に確実に帰属することを明らかにすることができる書類
6 財産目録に記載されていない不動産を使用する場合は、その使用の権限が当該社会福祉法人に確実に帰属することを明らかにすることができる書類
7 施設長選任理由書及び施設長資格を証明する書類
8 施設の地図及び配置図
既存法人
1 本部・施設会計の貸借対照表
2 施設長選任理由書及び施設長資格を証明する書類
3 施設の地図及び配置図
【留意事項】

1 役員等の資格等について
1 社会福祉事業の経営に識見を有する者：社会福祉に関する教育･研究者、社会福祉事業･社会福祉関係の行政従事経験者、公認会計士･税理士･弁護士等
2 当該社会福祉法人が行う事業の区域における福祉に関する事情に通じている者：社会福祉協議会等社会福祉事業を行う団体職員、民生委員・児童委員、社会福祉に関するボランティア団体・親の会等の代表者、医師、保健師、看護師等医療関係者、自治会、町内会、商店会等の役員等
3 施設を設置している場合にあっては、当該施設の管理者：第1種社会福祉事業の施設の管理者、第2種社会福祉事業（但し、保育所、就労移行支援事業所、就労継続支援事業所が法人の経営する事業の中核である場合に限る。）の管理者等
4 社会福祉事業について識見を有する者
5 財務会計について識見を有する者：公認会計士、税理士、社会福祉法人・公益法人や民間企業等において財務・経理等を担当した経験を有する者等
2 親族等の特殊関係者について


　　　　　
理事（6名以上）
※理事のうち、各理事と親族等特殊関係者3人
以内
※各理事並びに当該理事と、親族等特殊関係に
ある者は理事総数の3分の1以内

        
　監事（2名以上）

※監事にうちには、各役員と親族等特殊関係者
が含まれてはならない

　　　　
                評議員（理事定数を超える数）

※評議委のうちには、各評議員と親族等特殊関係

者が含まれてはならない。

※評議員のうちには、各役員と親族等特殊関係者

が含まれてはならない。
親族等の特殊の関係がある者


（親族等特殊関係者）








社会福祉法人





法人の理事・監事・評議員と右の特殊関係にある者は選任不可


（理事の場合は１／３まで）











親族（配偶者。３親等内の家族





親　族（配偶者、３親等以内の親族）





事実上婚姻関係と同様の者


①の３親等以内の親族（生計を一にする者）








役





員





役員・評議員に雇用される者


①の配偶者及び３親等内の親族（生計を一にする者）








役員・評議員から受ける金銭等により生計を維持する者


①の配偶者及び３親等内の親族（生計を一にする者）








法人の評議員・理事・監事が役員等（注１）となっている他の法人（社福を除く。）（注２）


の役員等（注１）及び職員


注１：法人の取締役、執行役、会計参与、監査役、理事、監事などの経営に従事している者（評議員は含まれない。）


注２：当該理事を含め１/３までは兼務可能











